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効率的な移動を実現するためには，階層構造を有する道路ネットワークの形成が極めて重要である．し

かし，わが国の道路のサービス速度は，高速道路と（低速の）一般道路によって，二極化されており，そ

の間を埋める旅行速度が50km/hを超えるような階層の道路（中間速度層）が十分でない．そのため，本稿

では，平成22年度道路交通センサスを用い，共通条件分析，付帯条件分析という新たなアプローチを提案

した． さらに，これを用いて，一般道路において50km/hの旅行速度を実現するための道路構造条件（閾値）

を明らかにした． 
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1. はじめに 

 

効率的な移動を実現するためには，階層構造を有する

道路ネットワークが必要不可欠である．しかし，わが国

の道路のサービス速度は，高速道路と（低速の）一般道

路によって二極化されており，その間を埋める旅行速度

を実現する階層（以降，「中間速度層」という）が十分

でない1)．このことが道路の効率的な移動を阻害してい

る原因の一つとなっている． 

これに対し，下川ら2)は一般道路と高速道路に中間速

度層を加えた3つの階層が存在する場合，生活圏を形成

するような都市間距離においては，50～65km/h程度の中

間速度層を有する道路が有効であると説明している．後

藤ら3)は，拠点レベルに応じて設定した目標旅行時間に

対し，それを達成するための道路階層の組み合わせの検

討を行っているが，その中で中間速度層が重要な役割を

担っていることを指摘している． 

このように，中間速度層の意義は多くの論文などを通

じて説明されてきた．しかし，中間速度層に相当する旅

行速度を実現することのできる道路構造についてはこれ

まで十分に議論されていないのが現状である． 

そこで，本研究では，多車線の一般道路を対象に平成

22年度道路交通センサス（以降，「H22センサス」とい

う）データ4)および，既存の一般に得られる地図データ5)

を用い，旅行速度が50km/hを超える中間速度層を実現す

るための道路構造条件等を明らかにすることを目的とす

るものである． 

 

 

2. 既往研究の整理と本研究の位置づけ 

 

 階層的な道路ネットワークを実現するにあたり，特に

トラフィック機能が特化した道路階層にあっては，各階

層が目標とする旅行速度と道路構造条件等との関係を明

らかにしたうえで，既存の道路空間の再編を進めていく

必要がある． 

 橋本ら6)は，実現される都市間の旅行速度に対して，

影響を与える道路構造の要因について数量化Ⅰ類による

分析を行っている．その結果，信号交差点密度が旅行速

度と最も関係が深く，これに加えて，代表沿道状況や指
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定最高速度にも一定の関係がみられることを明らかにし

た． 

 内海ら7)は，都市や拠点間連絡における十分な旅行速

度を確保するために必要な条件を提示することを目標に，

旅行速度と道路構造の関係について分析を行っている．

ここでも，都市内の幹線道路に着目し，旅行速度と道路

構造の関係について，数量化Ⅰ類による分析を行い，信

号交差点密度，アクセスコントロールなどが，旅行速度

への影響が大きい要因としてあげている． 

しかしながら，これらの研究では旅行速度に関係する

道路構造の導出にとどまっており，所定の旅行速度を実

現するために担保しなければいけない道路構造条件を明

らかにしたわけではない． 

これに対し，野村ら8)は，地方部道路を対象に，

50km/hを実現するための道路構造条件について分析を行

っている．その結果，旅行速度50km/hを実現する条件と

して，a. 多車線では第3種1級，2車線では，第3種2級に

相当する幅員を有していること，b. 多車線道路では，信

号交差点密度1.5箇所/km以下，代表信号交差点の青時間

比（以降，「青時間比」という）が60％以上であること，

c. 2車線道路では，信号交差点密度1.0箇所/km以下，青時

間比が65％以上であることを示している．しかしながら，

この研究では，1都9県を対象とした少ないサンプルであ

ること，交通量の少ない区間のみを対象としているため，

右折専用車線や中央分離帯などと旅行速度との間に有意

な関係性を示せていないことなどが課題としてあげられ

ている． 

このような先行研究を踏まえ，本研究では，中間速度

を実現する種々の道路構造条件等をより明確に分析すべ

く，幹線道路である全国の都道府県道以上の道路を対象

に，より実証的な視点から分析を行う． 

 

 

3. 分析の考え方と手順 

 

(1) 分析にあたっての手順 

 本研究では，全国の道路交通状況が網羅的に把握でき

るH22センサスデータを用いることとする．しかし，現

実には，ここから得られる中間速度が実現できている区

間は僅かであると考えられる．そのため，このような状

況の中で全国すべての区間データを用いて分析を行った

場合，当該データは全体の中に埋没してしまい，旅行速

度との明確な関係性や，閾値を見出せなくなる恐れがあ

る．内海らの研究によって所定の旅行速度を実現できる

道路構造条件を見い出せなかったのは，このことが原因

の一つと考えられる． 

そこで，本研究では，図-1に示すように中間速度が実

現している区間のみに着目し，共通する条件について分

析（共通条件分析）を行う．さらに，その結果を踏まえ，

共通条件の妥当性を確認する付帯条件分析という2つの

分析手順を提案した． 

a) 共通条件分析(Step1) 

 中間速度（50km/h）を実現している区間を抽出し，共

通する道路構造条件等（交通量，信号交差点密度，車線

幅員，代表信号交差点の青時間比，右折専用車線，中央

分離帯，アクセスコントロール，大型車混入率，交差点

密度，バス優先・専用レーン，沿道状況）を明らかにす

る． 

b) 付帯条件分析(Step2) 

 a)で明らかとなった道路構造条件等に対して，共通条

件を全て満たしながらも50km/h未満の区間を抽出し，そ

れが達成できていない原因を明らかにする．この分析を

通じて共通条件に加味すべきものがあれば共通条件分析

にフィードバックする． 

 

(2) データセットの作成 

 H22センサス区間について，図-2の手順により抽出作

業を行い，分析対象となる858区間を得た．この中で，

H22センサスの信号交差点密度は，起点から終点を下り

とし，終点側の信号交差点はカウントしていない．その

ため，センサス区間のうち，下り方向を分析に使用する

と，対象とすべき終点側信号交差点が集計上含まれてい

ないこととなる．そこで，本研究では上り方向のみを対

象とするとともに，道路構造のもつ潜在的な速度環境を

図-1 本研究の分析手順 

速度

分析条件①

共通条件分析（Step1） 付帯条件分析（Step2）

条件① 条件②

条件③
50km/h以下の
区間が存在
しないか確認

50km/h達成
区間

分析条件②

分析条件③

各分析条件における
50km/h達成区間に
共通する条件

50km/h

存在した場合，
達成できない原因を分析

共通条件にフィードバック
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扱う必要から，旅行速度データは非混雑時旅行速度とし

た．さらに，共通条件として扱う50km/hを達成している

区間においては，青時間比について主道路と従道路の交

通量比と青時間比が±10％以上の差がある区間，信号交

差点数は，本線の旅行速度への影響が小さい押しボタン

式や立体交差の側道の信号交差点などを地図データで確

認し除いたうえで再集計した． 

 

 

4. 50km/h達成区間の分析（共通条件分析） 

 

 図-3は，図-2で抽出した多車線の一般道路858区間につ

いて，非混雑時交通量と旅行速度の関係をみたものであ

る．非混雑時交通量とは，平日12時間交通量（上り方向）

から，H22センサスでピーク時間帯（7～9時，17～19時）

とする4時間の交通量を引き，残りの8時間で除した値で

あり，これを車線あたりで表示している．これによれば，

交通量と旅行速度の間に相関性はみられず，それぞれの

道路構造等に起因して旅行速度に差異が生じていること

が推察される．共通条件分析では，このうち，旅行速度 

50km/hを実現している63箇所（赤枠内）を対象として分

析を行う． 

表-1は，50km/h達成区間の道路種類と沿道状況の内訳

を示している．対象区間は一般国道，とりわけ直轄国道

が75%と多くを占めている．また，沿道状況はDID地区

が15区間，その他市街地が16区間，平地部が半数以上の

32区間であった．また，図-4は，交通量ランク別の区間

数割合を50km/h以上と50km/h未満の別に示している．旅

行速度が50km/hを上回る対象区間の中には800台/車線・h

を超える区間が27%存在しており，旅行速度が高くても

交通量の多い区間が存在していることがわかる． 

 

(1) 信号交差点密度と代表信号交差点の青時間比 

 図-5は，50km/h達成区間の交通量と信号交差点密度の

関係を示している．対象63区間のうち，信号交差点が存

在しない41区間（信号交差点密度0箇所/kmの区間）は交

通量が少ない区間から多い区間まで幅広く存在し，交通

量が概ね800台/車線・hを超える区間では，17区間のうち

1区間を除き信号交差点が存在しない．また，旅行速度

が60km/hを超える31区間うち26区間は信号交差点が存在

しない区間である．一方，信号交差点が設置されている

区間では，プロットされた信号交差点密度の上限値は交

通量が少ない区間ほど高くなる傾向にあり，概ね青い破

線（式(1)）で内包されている． 

 

Y=-0.0016X+2.3  （ただし，0 ≦ 𝑋 ≦ 800）   

    

 

図-2 分析対象区間データの抽出 

 

 

図-3 非混雑時交通量と旅行速度の関係 

 

表-1 50km/h達成区間の道路種類と沿道状況 

 

 

 

図-4 交通量ランク別50km/h達成区間数の割合 

 

 

図-5 信号交差点密度と非混雑時交通量の関係 

 

 

道路状況調査区間・旅行速度調査区間・交通量調査区間の整合性チェック

幅員5.5m以上改良済み区間（奇数車線を除く）の抽出 1586区間

区間延長1.0km以上の区間を抽出（隣接区間の影響考慮） 858区間

一般道路多車線区間（山地部を除く）の抽出
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ここで， 

X：非混雑時交通量（台/車線・h） 

 Y：信号交差点密度（箇所/km） 

 

図-6は，50km/h達成区間のうち信号のある22区間につ

いて青時間比と交通量の関係を示している．これによる

と，プロットされた青時間比の下限値は交通量に関わら

ず60%程度であるのに対し，交通量が多い区間の中には，

青時間比の高い区間が含まれ，上限値は概ね青い破線の

中に内包している． 

次に，信号交差点密度と青時間比の関係について図-7 

に示す．これによれば，信号交差点密度が1.0箇所/kmを

下回るような比較的低い区間の中で，青時間比が高い区

間が必ずしも旅行速度が高いとは言えない．また，図-5，

図-6では，それらと交通量の間において上限値を示すこ

とができるものの，それぞれの関係についての相関関係

を見い出すことはできない．以上のことより，本研究で

対象とした50km/h達成区間において，旅行速度と信号交

差点密度，青時間比，交通量との間に明確な関係を見い

出すことはできないことから，図-5で示した青い破線は

閾値として概ね妥当であると考えられる． 

 ちなみに，図-5の橙色の線は，式(2)に示すWebsterの遅

れ式から，青時間比が60%，サイクル長100秒としたと

きに，50km/hを実現するための信号交差点密度を求めた

ものである．具体的には，単路区間の終点に独立した信

号交差点を設けた状況を想定し，以下の前提条件によっ

て式(2)から求められる交差点需要率別の旅行時間に，

信号交差点密度の逆数をとった単路区間距離に相当する

旅行時間を加え，旅行速度が50km/hとなる信号交差点密

度を求めた．その際，800台/車線・h時において旅行速

度が50km/hとなる交差点需要率は60%であった．これに

よれば，本研究で閾値として示す青い破線に比べて切片

は0.2箇所/kmほど低いが，傾向はほぼ同じであり，大き

な差がみられない． 

 

（前提条件） 

・交差点は十字交差点，信号現示は単純2現示とし，右

折待ちは考えない 

・信号サイクル長は100秒とする 

・青時間比は60％とする 

・単路区間の旅行速度は65km/hとする（無信号交差点区

間における平均旅行速度を使用） 

𝑤 =
(1 − 𝑔)2

2(1 − 𝜆)
C +

𝑥2

2𝑞(1 − 𝑥) 

ここで， 

 W：平均遅れ時間（秒） 

 g ：代表信号交差点の青時間比 

 C ：サイクル長（秒） 

 

図-6 非混雑時交通量と青時間比の関係 

 

 

図-7 信号交差点密度と青時間比の関係 

 

 

図-8 車線幅員別区間数 

 

λ：交差点需要率 

q ：流入交通量（台/車線・h） 

x ：λ/g 

 

(2) 車線幅員 

 図-8は，50km/h達成区間の車線幅員別区間数を示して

いる．対象全区間において車線幅員が3.25m以上である．

このことから，車線幅員3.25m以上（第3種2級相当）が

旅行速度50km/hを実現している区間に共通する条件とい

える． 

 

(3) 右折専用車線 

 図-9は，50km/h達成区間における，右折専用車線の設

置の有無を非混雑時交通量と旅行速度との関係として示

している．なお，ここではアクセスコントロールされて
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いる区間や未表示データを除く23区間を対象としている．

これによれば，交通量の少ない区間であっても右折車線

が設置されており，交通量が800台/車線・h付近では右

折禁止としている区間もみられる．交通量の少ない区間

では，右折のラグは十分にあり，右折待ちによる後続

車両への影響もほとんどない場合も想定されるが，中間

速度を実現すべき道路はトラフィック機能が期待される

とともに，安全性の観点からも右折専用車線は不可欠で

あると考えられる． 

 

(4) 中央分離帯 

 図-10は，50km/h達成区間の中央分離帯の設置状況に

ついて，地図データから設置延長を読み取り，各区間の

割合をプロットしている．これによれば，63区間のうち

57の区間で中央分離帯が全区間で設置されている．その

一方で，交通量が400台/車線・h以下の区間において中

央分離帯の設置率の低い区間もみられる．これら区間は，

田畑などが広がり沿道に建物がわずかに点在する程度で

あった．中央分離帯は，沿道において都市的土地利用が

なされている区間においては不可欠と言えるが，このよ

うな交通量や沿道条件下では中央分離帯はなくても

50km/hの旅行速度を達成することは可能であると考えら

れる． 

 

(5) アクセスコントロール 

図-11は，旅行速度が50km/hを実現している区間にお

ける，アクセスコントロールの状況の違いを示している．

交通量が800台/車線・hを超える区間では，出入自由の

区間は存在しておらず，交通量が800台/車線・h以上の

区間では，出入制限が必須の条件であるといえる．この

値は，図-5に示す信号交差点密度の閾値の最大値とも合

致するものである． 

 

(6) その他の道路構造条件等 

(1)～(5)のほか，旅行速度に影響があると考えられる

大型車混入率，交差点密度，バス優先・専用レーンと旅

行速度との関係についても分析を行ったが明確な関係は

みられなかった． 

 

(7)  DID地区にみる沿道との接続 

一般に，沿道土地利用が高度化すると，その出入交通

による本線車線の錯綜により，旅行速度の低下をもたら

すことは想像に値しない．一方，本研究で対象とする

50km/h達成区間のうち，DID区間は15区間と全体の2割以

上を占めることから，決して少ないとは言えない．そこ

で，DID地区を対象に沿道との接続関係を確認した． 

図-12は，分析対象のDID区間における交差方式を示

している．これによれば15区間のうち，完全出入制限は 

 

図-9 右折専用車線の有無と非混雑時交通量の関係 

 

 

図-10 中央分離帯の有無と非混雑時交通量の関係 

 

 

図-11 アクセスコントロールの有無と非混雑時交通量の関係 

 

 

図-12 分析対象のDID区間における交差方式 

 

8区間，部分出入制限は5区間であり，沿道とはほとんど

が完全，あるいは一定程度の制限が講じられている． 

次に，信号交差点ありの1区間，信号交差点なしで出

入自由の1区間について，接続道路と沿道との出入状況 

について地図データを用いて確認した（表-2，図-13，

図-14参照）．信号交差点ありの一般国道4号郡山市内は，

対象区間の6割程度が切土構造，立体構造により沿道と 
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図-13 DID50km/h達成区間の確認（福島県郡山市内） 

  

は実質的に分離されている．また，残りの区間での接続

は，代表信号交差点に加えて，住宅地への地先道路2路

線と沿道建物（駐車場）への4箇所の出入口のみであっ

た． 

また，信号交差点のない一般国道4号越谷市内につい

ても約6割の区間が立体構造であり，接続する道路は3本

の地先道路と，1箇所の沿道建物へ出入口のみであった． 

このことから，旅行速度50km/hを達成するためには，

沿道との出入は物理的にないか，一定程度の制限を設け

る必要があることがわかった． 

 

(8) 50km/h達成区間における共通条件 

 以上の結果から，表-3に示す条件が，旅行速度50km/h

を実現している区間に共通する道路構造条件等となるこ

とが明らかとなった． 

 

 

5.  50km/h未達成区間の分析（付帯条件分析） 

 

 共通条件分析で整理された，旅行速度が50km/hを実現

するための条件（閾値）は，単独の道路構造条件と旅行

速度との関係から設定したものである．そこで，表-2で

整理した共通条件の妥当性を検証するため，付帯条件分

析を行った．ここでは，平地部道路による結果を示す． 

 

 

図-14 DID50km/h達成区間の確認（埼玉県越谷市内） 

 

表-3 旅行速度50km/hを実現するための条件 

 

 

分析対象区間は，図-2に示すとおり858区間存在し，そ

のうち平地部は2割に相当する170区間が存在する．さら

に，50km/hを達成している32区間を除くと，対象は138 

これに対して，共通条件を満たしているものの，旅行

速度が50km/hを実現できていない区間を図-15のステッ

プで確認したところ，5区間が抽出された．この5区間を

表-4示す．抽出された区間に対して詳細にみると，区間 

①は旅行速度がほぼ50km/hであり，表-2の共通条件を即

座に否定するものではない．その他の4区間については，

地図データを用いて確認を行った． 

路線名 一般国道4号 路線番号 7300040340 所在地 福島県
非混雑時旅行速度（km/h） 52.1 信号交差点密度（箇所/km） 0.6

４箇所沿道施設出入区間延長（km） 1.6 沿道アクセス ２路線

終点

起点

出入自由区間

立体構造区間

切土構造区間１

２

３

５

４

６

７

1 1車線道路

2 1車線道路

3 2車線道路

4 沿道出入

5 沿道出入

6 沿道出入

7 沿道出入

沿道施設

接続道路

区間延長（km） 1.2
非混雑時旅行速度（km/h）

11300040130 所在地
0.0

埼玉県
信号交差点密度（箇所/km）

路線名 一般国道4号 路線番号
58.3

沿道アクセス ３路線 １箇所沿道施設出入

終点

起点

４

３

２

１

出入自由区間

立体構造区間

1 2車線道路

2 一方通行出口

3 1車線道路

4 沿道施設 沿道出入

接続道路

道路構造条件 50km/hを実現するための条件

① 交通量 有意な関係なし

② 信号交差点密度

信号交差点のない区間又はある
場合は，以下の式に応じた信号
交差点密度の設定が必要

③ 代表信号交差点の青時間比 60％以上
④ 車線幅員 3.25m以上
⑤ 右折専用車線 設置が原則

⑥ 中央分離帯
平地部の交通量が少ない区間を
除き，設置が必要

⑦ アクセスコントロール
800台/車線・h以上の場合，
出入制限を行う

⑧ 大型車混入率 有意な関係なし
⑨ 交差点密度 有意な関係なし
⑩ バス専用・優先レーン 有意な関係なし

⑪ 沿道との接続
接続はないか，一定程度の制限
が必要

 = −0.0016𝑥 + 2.3
800 X 0 , Y 0

表-2 DID出入自由の50km/h達成区間 

路線名
区間延長
（km）

非混雑時旅行速度
（km/h）

信号交差点密度
（箇所/km）

接続道路 備考

①
一般国道４号

(福島県郡山市内)
1.6 52.1 0.6

・２車線道路
　（代表信号交差点）
・１車線道路：２路線

・対象区間の６割程度が切土構造により沿道と
　分離されている（副道的な道路により出入口
　が集約）
・接続道路は，住宅地への地先道路である
・沿道施設との出入口は１箇所のみである

②
一般国道４号

(埼玉県越谷市内)
1.2 58.3 0.0

・２車線道路：１路線
・一方通行出口：１路線
・１車線道路：１路線

・対象区間の６割程度が立体構造により沿道と
　分離されている
・接続道路は，住宅地への地先道路である
・沿道施設との出入口は４箇所のみである
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 例として，図-16に表-4-⑤の区間を示す．この区間は，

起点付近において一部区間が2車線であることが確認で

き，道路構造上特殊な要因を有していることが確認でき

た．表-4に示す他の3区間についても同様に共通条件を

満たしながらも50km/hを実現することのできない要因が

確認された．このことから，非混雑時旅行速度が50km/h

を下回る区間において，共通条件に該当する区間は実質

的に存在しておらず，平地部に関しては提案した共通条

件が， 50km/h以上の中間速度層を実現するための道路構

造条件等（閾値）として妥当であることが確認された． 

 

 

6. おわりに 

 

 本研究では，旅行速度50km/hを実現するための道路構

造条件等を明らかにするために一般道路の多車線区間に

おいて分析を行い，以下の知見を得た． 

①共通条件分析，付帯条件分析という新たなアプローチ

を提案し，今まで明らかとされてこなかった所定の旅

行速度を実現するために担保しなければいけない道路

構造条件等（閾値）を示すことができた． 

②共通条件分析にて，表-2に示す50km/hを実現するため

の道路構造条件等（信号交差点密度と交通量，代表信

号交差点の青時間比，車線幅員，右折専用車線，中央

分離帯，アクセスコントロール，沿道状況）を明らか

にした． 

③特に，DID地区のように沿道利用が連担するような区

間では，沿道との一定程度の制限を設ける必要がある

ことが確認された． 

④平地部道路において付帯条件分析を行い，50km/hを下

回るが共通条件を満たしている区間は，道路構造上特

殊な要因を有していることが確認でき，平地部に関し

ては，共通条件の妥当性を明らかにした． 

今後は，各沿道状況の特徴を整理するとともに，DID，

その他市街地においても付帯条件分析を行い，一般道路

の多車線区間における共通条件の妥当性を検証する． 

さらに，ここで明らかとなった50km/hを達成する道路

構造条件等の実務への展開を念頭に，国道バイパスなど

トラフィック機能が期待される道路を対象に，中間速度 

 

図-15 付帯条件分析のステップ 

 

 

図-16 50km/h未達成区間の確認 

 

を実現するための対策等の検討を含むフィールドスタデ

ィを行っていく予定である．  
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群馬県
非混雑時旅行速度（km/h） 37.2 信号交差点密度（箇所/km） 1.8

一般国道354号 路線番号路線名 10303540390 所在地

50km/h未達成理由 対象区間内の一部に2車線区間が存在 区間延長（km） 1.7

２車線区間

終点

起点

表-4 50km/h未達成区間の道路構造 

路線名
（区間番号）

区間延長
（km）

非混雑時
旅行速度
（km/h）

信号交差点
密度

（箇所/km）

非混雑時
交通量

(台/車線・h)

車線幅員
（m）

青時間比
（％）

右折専用車線
の有無

中央分離帯
の有無

アクセス
コントロール

備考
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一般国道19号
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